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Ⅰ 令和７年第４回春日井市議会定例会提出議案 

 

 １ 決算 

  認定第１号 令和６年度春日井市一般会計歳入歳出決算 

  認定第２号 令和６年度春日井市公共用地先行取得事業特別会計歳入歳出決算 

  認定第３号 令和６年度春日井市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算 

  認定第４号 令和６年度春日井市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算 

  認定第５号 令和６年度春日井市介護保険事業特別会計歳入歳出決算 

  認定第６号 令和６年度春日井市民家防音事業特別会計歳入歳出決算 

  認定第７号 令和６年度春日井市春日井インター北企業用地整備事業特別会計歳入

歳出決算 

  認定第８号 令和６年度春日井市潮見坂平和公園事業特別会計歳入歳出決算 

  認定第９号 令和６年度春日井市春日井市民病院事業会計決算 

  認定第10号 令和６年度春日井市水道事業会計決算 

  認定第11号 令和６年度春日井市公共下水道事業会計決算 

  

 ２ 補正予算 

  第73号議案 令和７年度春日井市一般会計補正予算（第４号） 

  第74号議案 令和７年度春日井市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号） 

  第75号議案 令和７年度春日井市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

  第76号議案 令和７年度春日井市春日井インター北企業用地整備事業特別会計補正

予算（第１号） 

  第77号議案 令和７年度春日井市公共下水道事業会計補正予算（第２号） 

 

 ３ 条例案 

  第78号議案 春日井市福祉作業所条例の一部を改正する条例について 

  第79号議案 春日井市立郷土館の設置および管理に関する条例を廃止する条例につ

いて 

  第80号議案 春日井市手数料条例の一部を改正する条例について 

 

 ４ 一般議案 

  第81号議案 令和６年度春日井市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

  第82号議案 訴えの提起について 

  第83号議案 損害賠償の額の決定について 
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 ５ 報告 

  報告第31号 令和６年度春日井市一般会計継続費の精算について 

  報告第32号 令和７年度春日井市一般会計補正予算（第３号）の専決処分について 

  報告第33号 鷹来公民館大規模改修工事（建築）の変更契約の専決処分について 

  報告第34号 令和６年度春日井市土地開発公社の経営状況について 

  報告第35号 令和６年度公益財団法人かすがい市民文化財団の経営状況について 

  報告第36号 令和６年度公益財団法人春日井市スポーツ・ふれあい財団の経営状況

について 

  報告第37号 令和６年度公益財団法人春日井市健康管理事業団の経営状況について 

  報告第38号 令和６年度公益財団法人春日井市食育推進給食会の経営状況について 

  報告第39号 令和６年度勝川開発株式会社の経営状況について 

  報告第40号 令和６年度高蔵寺まちづくり株式会社の経営状況について 

  報告第41号 令和６年度決算に係る財政健全化判断比率について 

  報告第42号 令和６年度決算に係る資金不足比率について 

 

 

決   算 11件 

補正予算 5件 

条 例 案 3件 

一般議案 3件 

小    計 22件 

報    告 12件 

合    計 34件 
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Ⅱ 条例案の要旨 

 第78号議案 

春日井市福祉作業所条例の一部を改正する条例について 
１ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の一部改正

（令和４年法律第104号。令和７年10月１日施行）に伴い、規定を整備するもの

（第５条、第６条関係） 

２ 施行日 令和７年10月１日 

 

 第79号議案 

春日井市立郷土館の設置および管理に関する条例を廃止する条例について 

１ 郷土館を廃止するもの 

２ 施行日 令和８年４月１日 

 

 第80号議案 

春日井市手数料条例の一部を改正する条例について 
  １ マンションの管理の適正化の推進に関する法律の一部改正（令和７年法律第

47号。令和７年11月28日施行）に伴い、規定を整備するもの（別表関係） 

  ２ マンションの建替え等の円滑化に関する法律の一部改正（令和７年法律第47

号。令和８年４月１日施行）に伴い、要除却等認定マンションの建替えにより

新たに建築されるマンションの特例許可申請について、高さの制限に関する手

数料を追加し、その額を１件につき160,000円とするもの（別表関係） 

  ３ 施行日 １ 令和７年11月28日 

        ２ 令和８年４月１日 
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Ⅲ 一般議案の要旨 

 第81号議案 

令和６年度春日井市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 
令和６年度春日井市水道事業会計未処分利益剰余金600,927,475円のうち

416,494,283円を資本金に組み入れ、184,433,192円を建設改良積立金に積み立て

るもの 

（単位：円） 

 資  本  金 資 本 剰 余 金 未処分利益剰余金 

令和６年度末残高 26,970,014,061 2,698,352,187 600,927,475 

議会の議決による処分額 416,494,283 0 △600,927,475 

 資本金への組入 416,494,283 0 △416,494,283 

 建設改良積立金への積立 0 0 △184,433,192 

処分後残高 27,386,508,344 2,698,352,187 0 

（注）△表記は、減少を示すものである。 

 

 第82号議案 

訴えの提起について 
  １ 事件名    損害賠償請求事件 

  ２ 訴えの相手方 ■■■■■■ 

            ■■■■■ 

  ３ 訴えの趣旨  相手方に対し、64,170,552円及びこれに対する平成27年４月

10日から支払済みまで年５分の割合による金員の支払を求

めるもの 

 

 第83号議案 

損害賠償の額の決定について 

  １ 損害賠償の額   2,633,527円 

  ２ 損害賠償の相手方 ■■■■■■ 

              ■■ ■■ 

  ３ 事故の概要    令和７年７月13日潮見坂平和公園における施設事故 

 



Ⅳ　令和６年度各会計決算

　１　一般・特別会計
(単位 : 千円・％）

収入済額 支出済額 実質収支 収入 支出

126,532,999 125,617,230 347,989 7.7 7.3

80,922 80,922 0 △ 0.1 △ 0.1

23,925,496 23,925,496 0 △ 4.0 △ 4.0

6,612,317 6,442,418 169,899 16.5 16.4

23,847,649 23,838,969 8,680 2.7 3.8

18,198 18,198 0 △ 7.3 △ 7.3

2,952 2,952 0 △ 93.8 △ 93.8

172,254 172,254 0 19.5 19.5

54,659,788 54,481,209 178,579 1.0 1.4

181,192,786 180,098,439 526,567 5.6 5.5

　２　企業会計
(単位 : 千円・％）

収入 支出

2.0 5.0

13.9 85.6

△ 0.5 1.8

149.9 6.9

△ 1.4 △ 1.4

2.4 0.6

公 共 下 水 道
事 業

収益的収支 7,056,297 6,817,184 239,113 4,951

水 道 事 業

収益的収支 5,868,225 5,535,032 333,193 184,433

資本的収支 603,573 2,534,715 △ 1,931,142

資本的収支 336,142 －

資本的収支 6,257,123 8,708,019 △ 2,450,896 －

－

3,505,109 △ 3,168,967

合　　　　計 195,989,167 92.5 91.9 1,094,348

※各項目の千円未満を単純に四捨五入して表記しています。（以下、各表同じ）

会　計　名 区分 収入 支出 差引 税抜き差引

対前年度
増減率

市民病院事業

収益的収支 20,323,728 21,302,869 △ 979,141 △ 997,439

潮 見 坂 平 和
公 園 事 業

183,240 94.0 94.0 0

小　　　計 56,867,687 96.1 95.8 178,579

民 家 防 音 事 業 22,338 81.5 81.5 0

春 日 井
イ ン タ ー 北
企 業 用 地
整 備 事 業

11,854 24.9 24.9 0

0

後 期 高 齢 者
医 療 事 業

6,793,607 97.3 94.8 169,899

介 護 保 険 事 業 24,061,015 99.1 99.1 8,680

会　計　名 予算現額

決　算　額
対前年度
増減率

収入率 執行率 差引額

一　般　会　計 139,121,480 91.0 90.3 915,769

特

別

会

計

公 共 用 地
先 行 取 得 事 業

80,923 100.0 100.0 0

国 民 健 康
保 険 事 業

25,714,710 93.0 93.0
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３　一般会計歳入歳出決算一覧表

　(1) 　歳　 入
 （単位：千円・％)

予 算 現 額 収 入 済 額 収入率 構成比 収 入 済 額 構成比 増 減 額 増減率

1 52,934,000 53,051,920 100.2 41.9 53,371,995 45.4 △ 320,075 △ 0.6

(1) 市 民 税 個 人 19,105,000 19,162,673 100.3 36.1 20,043,337 37.5 △ 880,664 △ 4.4

法 人 2,970,000 3,010,708 101.4 5.7 2,678,912 5.0 331,796 12.4

(2) 固 定 資 産 税 22,110,000 22,102,770 100.0 41.7 21,932,495 41.1 170,275 0.8

(3) 軽 自 動 車 税 702,000 717,114 102.2 1.3 685,915 1.3 31,199 4.5

(4) 市 た ば こ 税 1,830,000 1,820,098 99.5 3.4 1,856,989 3.5 △ 36,891 △ 2.0

(5) 事 業 所 税 1,861,000 1,891,950 101.7 3.6 1,870,862 3.5 21,087 1.1

(6) 都 市 計 画 税 4,356,000 4,346,608 99.8 8.2 4,303,485 8.1 43,122 1.0

2 781,200 725,327 92.8 0.6 725,666 0.6 △ 339 △ 0.0

(1) 地方揮発油譲与税 180,000 168,323 93.5 23.2 171,015 23.6 △ 2,692 △ 1.6

(2) 自動車重量譲与税 554,000 515,115 93.0 71.0 515,563 71.0 △ 448 △ 0.1

(3) 森林環境譲与税 42,000 36,785 87.6 5.1 33,876 4.7 2,909 8.6

(4) 航空機燃料譲与税 5,200 5,104 98.2 0.7 5,212 0.7 △ 108 △ 2.1

3 22,000 29,181 132.6 0.0 21,437 0.0 7,744 36.1

4 460,000 598,235 130.1 0.5 445,150 0.4 153,085 34.4

5 509,000 794,819 156.2 0.6 458,572 0.4 336,247 73.3

6 1,083,000 1,121,273 103.5 0.9 845,213 0.7 276,060 32.7

7 7,500,000 7,732,527 103.1 6.1 7,371,451 6.3 361,076 4.9

8 40,000 31,171 77.9 0.0 37,096 0.0 △ 5,925 △ 16.0

9 232,000 201,520 86.9 0.2 173,910 0.2 27,610 15.9

10 150,000 148,377 98.9 0.1 148,527 0.1 △ 150 △ 0.1

11 1,885,000 1,876,598 99.6 1.5 422,086 0.4 1,454,512 344.6

(1) 地方特例交付金 1,850,000 1,839,737 99.4 98.0 389,332 92.2 1,450,405 372.5

(2) 35,000 36,861 105.3 2.0 32,754 7.8 4,107 12.5

地 方 特 例 交 付 金

新型コロナウイルス
感染症対策地方税
減収補塡特別交付金

法人事業税交付金

款　・　項

令　和　６　年　度 令　和　５　年　度 差 引 増 減

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

地 方 消 費 税
交 付 金

ゴ ル フ 場
利 用 税 交 付 金

環 境 性 能 割
交 付 金

国有提供施設等所在
市 町 村 助 成 交 付 金
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 （単位：千円・％)

予 算 現 額 収 入 済 額 収入率 構成比 収 入 済 額 構成比 増 減 額 増減率

12 4,545,881 4,499,525 99.0 3.6 3,810,611 3.3 688,914 18.1

(1) 普 通 交 付 税 4,175,881 4,175,881 100.0 92.8 3,491,819 91.6 684,062 19.6

(2) 特 別 交 付 税 370,000 323,644 87.5 7.2 318,792 8.4 4,852 1.5

13 44,000 41,202 93.6 0.0 41,993 0.0 △ 791 △ 1.9

14 754,697 722,728 95.8 0.6 738,819 0.6 △ 16,091 △ 2.2

15 1,546,300 1,574,992 101.9 1.2 1,548,809 1.3 26,182 1.7

(1) 使 用 料 799,619 813,886 101.8 51.7 798,851 51.6 15,034 1.9

(2) 手 数 料 746,681 761,106 101.9 48.3 749,958 48.4 11,148 1.5

16 29,099,644 26,165,826 89.9 20.7 21,220,321 18.1 4,945,505 23.3

(1) 国 庫 負 担 金 16,146,183 15,761,811 97.6 60.2 14,447,267 68.1 1,314,543 9.1

(2) 国 庫 補 助 金 12,883,107 10,332,545 80.2 39.5 6,702,973 31.6 3,629,573 54.1

(3) 国 庫 委 託 金 70,354 71,470 101.6 0.3 70,081 0.3 1,389 2.0

17 9,134,556 8,682,515 95.1 6.9 8,145,555 6.9 536,960 6.6

(1) 県 負 担 金 5,829,005 5,641,746 96.8 65.0 5,258,613 64.6 383,133 7.3

(2) 県 補 助 金 2,589,725 2,324,403 89.8 26.8 2,267,196 27.8 57,207 2.5

(3) 県 委 託 金 715,826 716,366 100.1 8.2 619,746 7.6 96,620 15.6

18 628,051 835,734 133.1 0.7 815,070 0.7 20,663 2.5

19 540,000 574,934 106.5 0.4 287,653 0.3 287,281 99.9

20 3,925,992 2,682,163 68.3 2.1 2,475,246 2.1 206,917 8.4

21 388,930 388,930 100.0 0.3 497,184 0.4 △ 108,254 △ 21.8

22 5,197,329 5,087,403 97.9 4.0 3,538,613 3.0 1,548,790 43.8

23 17,719,900 8,966,100 50.6 7.1 10,314,400 8.8 △ 1,348,300 △ 13.1

139,121,480 126,532,999 91.0 100.0 117,455,378 100.0 9,077,621 7.7

※　市税徴収率　令和６年度　現年課税分：99.4％、滞納繰越分：24.4％、市税全体：98.1％
 　　　　　　　 令和５年度　現年課税分：99.3％、滞納繰越分：27.1％、市税全体：98.1％

県 支 出 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国 庫 支 出 金

歳 入 合 計

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

市 債

款　・　項

令　和　６　年　度 令　和　５　年　度 差 引 増 減
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　(2)   歳   出

 （単位：千円・％)

予 算 現 額 支 出 済 額 執行率 構成比 支 出 済 額 構成比 増 減 額 増減率

1 469,092 457,300 97.5 0.4 447,309 0.4 9,991 2.2

2 11,979,564 11,443,876 95.5 9.1 9,759,572 8.3 1,684,304 17.3

(1) 総 務 管 理 費 10,019,258 9,587,767 95.7 83.8 7,963,893 81.6 1,623,874 20.4

(2) 徴 税 費 1,016,548 980,179 96.4 8.6 896,210 9.2 83,969 9.4

(3) 戸籍住民基本台帳費 699,070 654,247 93.6 5.7 614,254 6.3 39,993 6.5

(4) 選 挙 費 130,708 118,375 90.6 1.0 192,194 2.0 △ 73,820 △ 38.4

(5) 統 計 調 査 費 44,203 34,224 77.4 0.3 25,255 0.2 8,969 35.5

(6) 監 査 委 員 費 69,777 69,085 99.0 0.6 67,766 0.7 1,319 1.9

3 59,989,591 58,017,778 96.7 46.2 54,704,787 46.7 3,312,991 6.1

(1) 社 会 福 祉 費 33,964,002 32,664,529 96.2 56.3 29,541,332 54.0 3,123,197 10.6

(2) 児 童 福 祉 費 20,336,120 19,792,324 97.3 34.1 19,860,738 36.3 △ 68,414 △ 0.3

(3) 生 活 保 護 費 5,687,969 5,560,500 97.8 9.6 5,302,237 9.7 258,263 4.9

(4) 災 害 救 助 費 1,500 425 28.3 0.0 480 0.0 △ 55 △ 11.5

4 16,981,873 15,636,385 92.1 12.5 12,905,983 11.0 2,730,402 21.2

(1) 保 健 衛 生 費 6,334,908 5,725,508 90.4 36.6 5,697,911 44.2 27,597 0.5

(2) 環 境 対 策 費 343,123 315,606 92.0 2.0 301,977 2.3 13,629 4.5

(3) 清 掃 費 10,283,469 9,578,743 93.1 61.3 6,888,967 53.4 2,689,776 39.0

(4) 上 水 道 費 20,372 16,528 81.1 0.1 17,129 0.1 △ 601 △ 3.5

5 11,500 11,500 100.0 0.0 31,500 0.0 △ 20,000 △ 63.5

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

議 会 費

款　・　項

令　和　６　年　度 令　和　５　年　度 差 引 増 減
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 （単位：千円・％)

予 算 現 額 支 出 済 額 執行率 構成比 支 出 済 額 構成比 増 減 額 増減率

6 309,801 287,578 92.8 0.2 328,206 0.3 △ 40,628 △ 12.4

(1) 農 業 費 262,752 246,286 93.7 85.6 282,386 86.0 △ 36,100 △ 12.8

(2) 林 業 費 47,049 41,292 87.8 14.4 45,820 14.0 △ 4,528 △ 9.9

7 5,387,024 5,334,929 99.0 4.2 2,625,646 2.3 2,709,283 103.2

8 11,771,315 9,685,344 82.3 7.7 10,919,884 9.3 △ 1,234,540 △ 11.3

(1) 土 木 管 理 費 996,205 972,096 97.6 10.0 942,417 8.6 29,680 3.1

(2) 道路橋りょう費 1,743,019 1,418,373 81.4 14.6 1,839,937 16.9 △ 421,564 △ 22.9

(3) 河 川 費 709,564 552,352 77.8 5.7 504,121 4.6 48,231 9.6

(4) 都 市 計 画 費 8,076,629 6,503,710 80.5 67.2 7,329,766 67.1 △ 826,056 △ 11.3

(5) 住 宅 費 245,898 238,812 97.1 2.5 303,643 2.8 △ 64,831 △ 21.4

9 2,944,871 2,882,774 97.9 2.3 5,394,060 4.6 △ 2,511,286 △ 46.6

10 21,425,080 14,070,115 65.7 11.2 11,766,746 10.1 2,303,369 19.6

(1) 教 育 総 務 費 2,059,626 1,907,530 92.6 13.6 1,435,307 12.2 472,222 32.9

(2) 小 学 校 費 8,461,830 4,241,993 50.1 30.1 3,302,480 28.1 939,513 28.4

(3) 中 学 校 費 3,888,470 1,618,152 41.6 11.5 1,296,602 11.0 321,550 24.8

(4) 社 会 教 育 費 3,566,207 3,002,229 84.2 21.3 2,532,561 21.5 469,668 18.5

(5) 学 校 給 食 費 3,448,947 3,300,212 95.7 23.5 3,199,796 27.2 100,416 3.1

11 7,801,769 7,789,650 99.8 6.2 8,182,754 7.0 △ 393,105 △ 4.8

12 50,000 0 0.0 0.0 0 0.0 0 -

139,121,480 125,617,230 90.3 100.0 117,066,448 100.0 8,550,782 7.3

款　・　項

令　和　５　年　度 差 引 増 減

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

令　和　６　年　度

消 防 費

教 育 費

公 債 費

予 備 費

歳 出 合 計
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４　地方債現在高の状況

(単位:千円)

普 通 債 57,281,890 8,613,700 4,752,797 61,142,792

総 務 債 6,465,363 430,100 779,721 6,115,742

民 生 債 4,666,054 547,700 159,781 5,053,973

衛 生 債 6,847,890 2,587,500 610,265 8,825,125

労 働 債 1,177,428 0 37,553 1,139,875

農 林 債 817,493 0 79,580 737,914

商 工 債 43,658 88,500 3,542 128,617

土 木 債 19,630,459 2,011,400 1,700,096 19,941,763

消 防 債 3,203,294 222,200 253,638 3,171,856

教 育 債 14,430,250 2,726,300 1,128,623 16,027,927

減 税 補 塡 債 168,106 0 85,820 82,287

臨 時 財 政 対 策 債 27,320,114 352,400 2,374,606 25,297,909

減 収 補 塡 債 354,490 0 104,598 249,892

一　般　会　計　　合　計 85,124,600 8,966,100 7,317,821 86,772,879

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 242,363 0 80,788 161,575

春 日 井 イ ン タ ー 北
企 業 用 地 整 備 事 業

28,800 0 0 28,800

特　別　会　計　　合　計 271,163 0 80,788 190,375

市 民 病 院 事 業 5,789,662 0 1,031,269 4,758,394

水 道 事 業 1,036,356 0 286,124 750,231

公 共 下 水 道 事 業 44,651,902 4,181,800 3,730,301 45,103,401

企　業　会　計　　合　計 51,477,920 4,181,800 5,047,694 50,612,027

全　　会　　計　　合　計 136,873,683 13,147,900 12,446,302 137,575,281

区 分
令和５年度末

現在高

令和６年度中増減額
令和６年度末

現在高
借入額 元金償還額
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５　令和６年度決算に係る財政健全化判断比率・資金不足比率

　(1)　財政健全化判断比率

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
早期健全
化基準

財政再生
基準

算定対象
会計

１　実質赤字比率 － － － － 11.25% 20.00% A

２　連結実質赤字比率 － － － － 16.25% 30.00% A･B･C

３　実質公債費比率 4.9% 4.8% 4.3% 4.3% 25.0% 35.0% A･B･C･D

４　将来負担比率 16.4% 19.4% 21.9% 21.6% 350.0% － A･B･C･D･E

算定対象会計の明細

　E：地方公社等　　　土地開発公社、勝川開発株式会社

　(2)　資金不足比率

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

春 日 井 イ ン タ ー 北
企業用地整備事業特別会計 － － － －

市 民 病 院 事 業 会 計 － － － －

水 道 事 業 会 計 － － － －

公共下水道事業会計 － － － －

※各会計において、資金不足額が生じていないため「－」で表示しています。

区　　　分

会　計　名

　A：一般会計等　　　一般会計
　　　　　　　　　 　特別会計（公共用地先行取得、民家防音、潮見坂平和公園）

　B：公営事業会計　　特別会計（国民健康保険、後期高齢者医療、介護保険）

　C：公営企業会計　　法適用　　企業会計（市民病院、水道、公共下水道）
　　　　　　　　　　 法非適用　特別会計（春日井インター北企業用地整備事業特別会計)

経営健全化基準

※早期健全化・財政再生基準の比率等は、標準財政規模500億円以上の基準

※実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、黒字であるため「－」で表示しています。

　D：一部事務組合等　尾張東部火葬場、春日井小牧看護専門学校、後期高齢者医療広域連合

20.0%
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Ⅴ　令和７年度補正予算の概要

　　＜一　般　会　計＞ （単位：千円）

第73号議案

１まちづくり寄附基金積立金 196,000

563,974

２財政調整基金積立金 174,000

３土地開発公社補填金 173,586

４公有財産購入費 20,388

１介護保険事業特別会計繰出金 684

55,537 　過年度低所得者介護保険料軽減国庫負担金等精算交付

　に伴う繰出金

２医療給付事務 7,051

　医療費助成オンライン確認システム導入

３財源更正

子ども福祉手当

　国庫支出金

37,705

　繰入金

　　財政調整基金繰入金

４保育事業支援 18,507

　私立保育園等給食材料費高騰対策

５低所得のひとり親世帯等のこどもの未来応援臨時給付金事業 29,295

ごみ減量啓発 15,884

15,884 　発火性危険物用指定袋配付

１春日井インター北企業用地整備事業特別会計繰出金 282

83,992

２ふるさと納税推進 83,710

校舎等小工事（小学校） 595,800

595,800 　坂下小学校外12校理科室等空調設備設置工事

４ 衛 生 費

款 内　　　容　　　等 金 額

２ 総 務 費

３ 民 生 費

　　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

△ 37,705

７ 商 工 費

10 教 育 費
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（単位：千円）

財源内訳

1,315,187 　国庫支出金 119,960

　県支出金 12,338

　寄附金 196,000

　繰入金 212,089

　　財政調整基金繰入金 191,172

　　春日井インター北企業用地整備事業

　　特別会計繰入金 20,917

　繰越金 347,987

　諸収入 513

　　過年度低所得者介護保険料軽減国庫負担金等精算交付

　市債 426,300

　　＜特　別　会　計＞ （単位：千円）

第74号議案

後期高齢者医療広域連合納付金 169,900

169,900 財源内訳

　繰越金 169,900

第75号議案

１介護給付費準備基金積立金 10,669

94,058

２保健福祉事業 2,000

　介護支援専門員研修受講支援事業

３過年度介護給付費国庫負担金等返還金 81,389

財源内訳

　県支出金 1,500

　一般会計繰入金 684

　　低所得者保険料軽減繰入金

　諸収入 83,194

　　過年度介護給付費交付金等精算交付

　繰越金 8,680

款 金 額

合 計

会　計　名 内　　　容　　　等 金 額

後期高齢者

内　　　容　　　等

医 療 事 業

介護保険事業

令和６年度出納閉鎖期間中に後期高齢者医療保険料及び延滞金として歳入

したものであり、令和７年度に愛知県後期高齢者医療広域連合へ広域連合納

付金として納付する

国庫支出金

県支出金

２
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（単位：千円）

第76号議案

春日井インター北企業用地整備 543,099

⑴　企業用地整備事業修正設計業務 20,000

⑵　用地取得関係費 523,099

543,099 財源内訳

　繰入金 282

　財産収入 20,917

　　土地売払収入

　市債 521,900

【繰越明許費の設定】

春日井インター北企業用地整備 543,099

　　＜企　業　会　計＞ （単位：千円）

第77号議案

資本的支出 △ 613,200

　建設改良費

△ 613,200 　　第１中継ポンプ場耐震化・改築事業

財源内訳

　資本的収入 △ 613,200

　　企業債

　　補助金（国庫補助金）

【継続費の変更】

第１中継ポンプ場耐震化・改築事業

　総額 665,300

　　令和６年度年割額 0 → 0

　　令和７年度年割額 631,200 → 18,000

　　令和８年度年割額 34,100 → 258,000

　　令和９年度年割額 - → 389,300

金 額会　計　名 内　　　容　　　等

春 日 井

インター北

企 業 用 地

整 備 事 業

会　計　名 金 額

公共下水道

事 業

△ 497,300

△ 115,900

内　　　容　　　等

第１中継ポンプ場耐震化・改築事業について、

日本下水道事業団が実施する

入札を実施しているが、工事業者が能登半島地震の復興の関係で確保できない）

となっていることから、事業の進捗の見直し・

令和７年度予算の減額補正をするとともに、継続費の年度及び年割額の変更を行うも

用地取得の関係者協議の進捗に伴い、買収が可能となった用地を取得するもの。

また、工事費の高騰に加え、東山大泉寺線の整備が開始されたことから、今後の

周辺の開発を考慮し、調整池等の設計を見直すもの。

なお、設計事業、用地取得ともに、年度内に完了しない見込みのため、繰越明許費
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Ⅵ　報告の要旨

　１　補正予算の専決処分（７月24日付）

　　＜一　般　会　計＞ （単位：千円）

老人福祉施設整備等補助 23,130

23,130 　大規模修繕

　　ア　地域密着型介護老人福祉施設入所者

　　　　生活介護（１施設）

　　イ　認知症対応型共同生活介護（１施設） 7,730

担い手育成支援 8,648

8,648 ⑴　農業人材力強化総合支援事業 7,500

　　育苗ハウスの新設に対する補助（１名）

⑵　経営体育成支援事業 1,148

　　コンバインの購入に対する補助（１名）

財源内訳

31,778 　国庫支出金 23,130

　県支出金 8,648

３民 生 費

15,400

６農林水産業費

合 計

款 内　　　容　　　等 金 額
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２ その他の報告 

 報告第33号 

鷹来公民館大規模改修工事（建築）の変更契約の専決処分について 
  １ 契約の相手方 春日井市松河戸町1463番地 

            ＴＳＵＣＨＩＹＡ株式会社春日井営業所 

  ２ 変更内容 

事 項 変 更 前 変 更 後 

契約金額 390,280,000円 392,231,400円 

 


